
問 財務課☎892-0121 R6 年度の決算 
　一般会計決算は、393億8,352万8千円、歳出が389億1,898万1千円となり、差し引き4億6,454
万7千円のプラス収支となりました。交野みらい学園の整備費、人件費、物価高騰により、歳入・歳出は
過去最高額となりましたが、基金取り崩しをせずに黒字収支を確保しました。今後も、公共施設の老朽
化対策、社会保障費の増加、土地開発公社の負債解消など市特有の課題に対応するため、市税収入や債
券運用などの自主財源を確保し、その財源を最大限に生かした効果的・効率的な財政運営を継続します。

393億
8,352万8千円

市税
104億
7,313万
1千円

地方譲与税・
各種交付金
29億2,297万
9千円

地方交付税
49億8,787万
6千円

分担金及び負担金
6,480万5千円

使用料及び手数料
3億8,508万6千円

財産収入
2億

7,397万
4千円

繰入金
4億4,412万
4千円

市債
70億4,903万
5千円

その他
16億3,571万
4千円

国庫支出金
85億4,362万円

府支出金
26億318万
4千円

総務費
56億4,799万
2千円

民生費
137億1,419万

4千円

衛生費
27億5,321万
5千円

土木費
14億2,001万
8千円

消防費
17億6,511万
2千円

教育費
108億1,060万

9千円

公債費
21億5,776万
9千円

その他（議会費、農林水産業費、商工費、諸支出金）
6億5,007万2千円

389億
1,898万1千円

歳　入 歳　出

会計別決算額

健全化判断比率

▷︎法人市民税が3,467万3千円、固定資産税が2億
3,779万5千円増加したものの、個人市民税が
定額減税により、3億1,840万9千円減額した
こと等から、市税全体では前年度比2,239万5
千円の減

▷︎地方交付税が、税収の伸び等により基準財政収
入額が増加したものの臨時財政対策債の振替額
が大幅に減少したことや、社会保障経費の伸び等
により基準財政需要額が増加したこと、また、令
和5年度の額を上回る国の補正予算による臨時
費目の追加算定があったことにより、前年度比
3億8,075万7千円の増

▷︎市債が、学校建設事業債の発行額の増や、総合体育
施設改修事業債の発行などにより、前年度比
53億4,009万5千円の増

▷︎総合体育施設プール棟改修、青年の家エレベー
ター設置等による工事請負費の増、また、総合体
育施設ESCO事業等による委託料の増などによ
り、総務費が前年度比13億2,030万7千円の増

▷︎土地開発公社からの防災拠点用地等の買い戻し
や、災害対応車両、消防救急関係車両の購入などに
より、消防費が前年度比8億9,284万4千円の増

▷︎小中一貫校建設事業の完了などに伴い、教育費が
58億5,472万8千円の増

主な事業
◯（仮称）交野みらい学園整備事業

63億4,448万4千円
◯総合体育施設ESCO事業　　　6億3,239万円
◯住民税非課税世帯等臨時特別給付金

3億5,898万円
◯定額減税調整給付金　　　　 　5億5,633万円

会計名 歳入総額 歳出総額 繰越財源 実質収支 単年度収支

一般会計 39,383,528 38,918,981 71,347 393,200 31,371
国民健康保険
特別会計 7,254,722 7,242,770 0 11,952 △4,111

介護保険特別会計 7,121,983 7,108,006 0 13,977 △18,901
公共用地先行取得
事業特別会計 248,400 248,400 0 0 0

後期高齢者医療
特別会計 1,974,724 1,906,688 0 68,036 △84,100

合計 55,983,357 55,424,845 71,347 487,165 △75,741

項目 説明 R6年度 R5年度 早期健全化
基準

財政再生
基準

実質赤字比率 財政規模に対する赤字の割合 なし なし 12.65% 20.0%

連結実質赤字比率 特別会計も含めた実質赤字比率 なし なし 17.65% 30.0%

実質公債費比率 収入規模に対する公債費の割合 5.2% 6.1% 25.0% 35.0%

将来負担比率 財政規模に対する、今後負担する
ことになる負債の割合 48.5% 31.0% 350.0%

資金不足比率
（水道事業） 公営企業の事業規模に対する資金

不足の割合

なし なし 20.0%

資金不足比率
（下水道事業） なし なし 20.0%

単位：千円

公社・公営企業会計等

会計名 収益的収入
（歳入）

収益的支出
（歳出） 純利益 前年度

純利益
土地開発公社会計 629,741 616,896 12,845 7,830

水道事業会計 1,557,021 1,341,288 215,733 △48,068

下水道事業会計 1,511,678 1,226,770 284,908 285,571

土地開発公社借入金の状況

期間 借入金額 平均利率

長期 4,390,000 0.145%

単位：千円 単位：千円

※実質赤字比率、連結実質赤字比率は黒字のため、また資金不足比率は資金不足が発生しないため「なし」と表示してい
ます。

基金と市債 単位：千円

※基金のうち74億5,000万円について、債券運用を行い、約1億
1,100万円の利息収入を確保しました。

基金（貯金）残高
一
般
会
計

財政調整基金 4,689,893
減債基金 874,969
その他特定目的基金 3,347,808
特別会計に属する基金 1,434,780

合計 10,347,450

単位：千円

※水道および下水道分、土地開発公社分は除きます。

市債（借金）残高
一般会計債 29,948,268
公共用地先行取得事業
会計債 995,252

合計 30,943,520
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